
令和元年度財務諸表

新地方公会計制度に基づく財務諸表

○作成した財務諸表は次の4表になります。

　１．貸借対照表

　２．行政コスト計算書

　３．純資産変動計算書

　４．資金収支計算書

　　連結している会計等

会計等名称 一般会計等 全体 連結

一般会計 ○ ○ ○

九州新幹線渇水等被害対策事業特別会計 ○ ○ ○

国民健康保険事業特別会計 ○ ○

後期高齢者医療特別会計 ○ ○

介護保険事業特別会計 ○ ○

浄化槽整備事業特別会計 ○ ○

水道事業会計 ○ ○

公共下水道事業会計 ○ ○

農業集落排水事業会計 ○ ○

熊本県市町村総合事務組合 ○

熊本県後期高齢者医療広域連合 ○

地方独立行政法人くまもと県北病院機構 ○

くまもと県北病院機構設立組合 ○

有明広域行政事務組合 ○

玉名市自治振興公社 ○

横島町特産物振興協会 ○

○連結財務諸表とは、次に掲げる会計等で作成した財務４表を結合させたものです。

　平成18年8月に総務省から示された「地方公共団体における行政改革の更なる推進のため
の指針(地方行革新指針)」において、地方公会計改革の取り組みとして発生主義・複式簿記の
考え方を取り入れた公会計の整備が掲げられました。平成28年度決算分からは固定資産台帳
との連携と複式簿記の手法を取り入れた「統一的な基準」に基づいた財務書類（「貸借対照
表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資金収支計算書」）を公表しています。

　これまでの行政活動によって形成された道路、建物や土地などの資産と、その資産を形成
するために要した負債や財源との関係を表したものです。
　左側の資産の部は、これまでに取得した財産の総額を記載し、右側には資産を形成する際
に要した負債や財源との関係を表し、負債はこれからの世代が負担しなければならない金額､
純資産は今までの世代が負担した金額となります。

　1年間の行政サービスに費やされた費用（コスト）を表すものです。
　行政コストを種類別に区分して、どこにどれだけかかっているのか、それに対する収入は
どれくらいあるのかを表します。

　1年間の玉名市における収入と支出を性質別に分類して、支出と財源の関係など資金の流れ
を表します。

　貸借対照表における資産と負債の差額である純資産が、1年間にどのように変動したかを表
します。



令和元年度財務諸表

（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他

徴収不能引当金

一般会計等　貸借対照表
(令和02年3月31日現在）

科目 金額 科目 金額

40,997 -
14,258 1,727

51 -

92,498 33,260
87,810 31,533

△ 169 -
- -
- -

53,290 -
△ 28,393 4,108

1,908 3,671

- -
- 負債合計 37,368
-

- -
- 303
- 135

3,936
△ 3,224

65,824

51 98,844
46,597 △ 35,888
1,844

306
1,367

△ 1,151

△ 22,089
-
-

4,631
1,294

33

57
57
0

2,938
-

2,938
-

75
1,186
△ 10

425
-

-
6,346
5,257

△ 15
7,826
1,410

75

※単位未満を四捨五入しているため、金額が一致しない場合があります。

△ 5 純資産合計 62,956

資産合計 100,324 負債及び純資産合計 100,324

1,089
-
-



令和元年度財務諸表

（単位：百万円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

一般会計等　行政コスト計算書
自 平成31年4月1日

至  令和02年3月31日

科目 金額

-

27,564

11,409

4,297

3,374

303

-

621

6,667

3,802

391

2,474

527

445

194

18

232

16,155

9,227

4,758

2,133

38

839

312

※単位未満を四捨五入しているため、金額が一致しない場合があります。

26,725

159

64

95

-

-

-

201

3

199

26,683



令和元年度財務諸表

（単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 97,448 △ 35,671

純行政コスト（△） △ 26,683

財源 27,486

税収等 19,173

国県等補助金 8,313

本年度差額 803

固定資産等の変動（内部変動） 1,021 △ 1,021

有形固定資産等の増加 5,294 △ 5,294

有形固定資産等の減少 △ 2,780 2,780

貸付金・基金等の増加 654 △ 654

貸付金・基金等の減少 △ 2,147 2,147

資産評価差額 -

無償所管換等 348

その他 27 -

本年度純資産変動額 1,396 △ 218

本年度末純資産残高 98,844 △ 35,888

一般会計等　純資産変動計算書
自 平成31年4月1日

至  令和02年3月31日

科目 合計

-

61,778

△ 26,683

27,486

19,173

8,313

803

348

27

1,178

62,956

※単位未満を四捨五入しているため、金額が一致しない場合があります。



令和元年度財務諸表

（単位：百万円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

194

一般会計等　資金収支計算書
自 平成31年4月1日

至  令和02年3月31日

科目 金額

25,133
9,364
4,679
4,261

64

230
15,769
8,840
4,758
2,133

38
25,365
19,183
5,281

311
589

3,005

64
-

2,010
2,178

5,523
5,015

508
-
-
-

4,154

1,022
1,971

8
3
2

△ 2,518

3,533
3,533

-
4,154

-
622

本年度資金収支額 282
前年度末資金残高 993

※単位未満を四捨五入しているため、金額が一致しない場合があります。

本年度末資金残高 1,275

108
26

135
1,410



令和元年度財務諸表

（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債等
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債等
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地 他団体出資等分
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他
徴収不能引当金

繰延資産

全体貸借対照表
(令和02年3月31日現在）

科目 金額 科目 金額

40,997 -
14,258 1,842

51 -

124,705 58,137
119,426 43,562

△ 169 225
- -
- -

53,290 12,733
△ 28,393 5,369

1,908 4,603

- 0
- 負債合計 63,506
-

- -
- 333
- 207

5,547
△ 3,925
104,918

51 131,051
73,683 △ 58,435
2,487 -

577
11,897

△ 7,150

△ 35,922
-
-

4,289
148
33

990
60

930

3,310
-

3,310
-

75
40

△ 10
881

-

-
6,346
5,257

△ 40
11,417
4,774

293

※単位未満を四捨五入しているため、金額が一致しない場合があります。

- 純資産合計 72,616

資産合計 136,122 負債及び純資産合計 136,122

1,089
16
-

△ 12



令和元年度財務諸表

（単位：百万円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

-

全体行政コスト計算書
自 平成31年4月1日

至  令和02年3月31日

科目 金額

44,320

14,500

4,694

3,698

332

25,023

664

8,883

4,586

438

3,859

1

922

441

33

448

29,820

9

4,759

38

2,279

1,645

634

42,041

175

64

101

-

-

209

3

206

42,007

※単位未満を四捨五入しているため、金額が一致しない場合があります。



令和元年度財務諸表

（単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 130,245 △ 58,967 -

純行政コスト（△） △ 42,007

財源 42,905 -

税収等 24,979

国県等補助金 17,926

本年度差額 898 -

固定資産等の変動（内部変動） 370 △ 370

有形固定資産等の増加 6,045 △ 6,045

有形固定資産等の減少 △ 4,171 4,171

貸付金・基金等の増加 779 △ 779

貸付金・基金等の減少 △ 2,283 2,283

資産評価差額 -

無償所管換等 413

他団体出資等分の増加 -

他団体出資等分の減少 -

その他 23 4

本年度純資産変動額 806 531 -

本年度末純資産残高 131,051 △ 58,435 -

898

全体純資産変動計算書
自 平成31年4月1日

至  令和02年3月31日

科目 合計

71,278

△ 42,007

42,905

24,979

17,926

72,616

-

413

-

-

27

1,338

※単位未満を四捨五入しているため、金額が一致しない場合があります。



令和元年度財務諸表

（単位：百万円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債等償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債等発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

全体資金収支計算書
自 平成31年4月1日

至  令和02年3月31日

科目 金額

41,621

40,523
11,090
5,074
5,071

441
503

29,433
24,636
4,759

38

5,670

24,778
14,525
1,673

646
75
64
11

2,029
3,052

6,236

518
-
-

48
3,346
1,276
1,971

8
3

89
△ 2,890

本年度末資金残高 4,639

4,487
4,487

-
4,550
4,550

-
63

本年度資金収支額 226
前年度末資金残高 4,414

108
26

135
4,774

※単位未満を四捨五入しているため、金額が一致しない場合があります。



令和元年度財務諸表

（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債等
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債等
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地 他団体出資等分
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他
徴収不能引当金

繰延資産

※単位未満を四捨五入しているため、金額が一致しない場合があります。

- 純資産合計 80,376

資産合計 160,404 負債及び純資産合計 160,404

1,089
135

2,092
△ 17

146
6,346
5,257

△ 107
17,592
7,433
1,458

6,144
-

6,144
262

75
-
-

883
3,413

12,498
1,901
1,827

994
64

930

577
14,091

△ 8,787

△ 35,922
-
-

5,547
△ 3,925
104,918

3,239 149,303
73,683 △ 68,933
2,487 6

- 0
- 負債合計 80,028
-

- -
- 732
- 268

△ 198 1,237
- 2
- -

58,693 13,366
△ 30,067 7,371

2,760 5,132

15,856 7,048
51 -

142,812 72,656
129,320 52,221

連結貸借対照表
(令和02年3月31日現在）

科目 金額 科目 金額

50,334 20



令和元年度財務諸表

（単位：百万円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

18

連結行政コスト計算書
自 平成31年4月1日

至  令和02年3月31日

科目 金額

63,184

25,434

10,787

8,299

1,121

32,899

1,348

13,195

8,004

622

4,420

148

1,453

464

33

957

37,750

196

4,759

92

11,327

9,321

2,006

51,857

361

64

101

-

-

211

3

208

52,008

※単位未満を四捨五入しているため、金額が一致しない場合があります。



令和元年度財務諸表

（単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 139,145 △ 60,371 6

純行政コスト（△） △ 52,008

財源 52,731 -

税収等 29,654

国県等補助金 23,078

本年度差額 724 -

固定資産等の変動（内部変動） 5,751 △ 5,751

有形固定資産等の増加 9,365 △ 9,365

有形固定資産等の減少 △ 4,792 4,792

貸付金・基金等の増加 7,486 △ 7,486

貸付金・基金等の減少 △ 6,308 6,308

資産評価差額 -

無償所管換等 5

他団体出資等分の増加 -

他団体出資等分の減少 -

比例連結割合変更に伴う差額 595 △ 51 -

その他 3,808 △ 3,484

本年度純資産変動額 10,158 △ 8,562 -

本年度末純資産残高 149,303 △ 68,933 680,376

※単位未満を四捨五入しているため、金額が一致しない場合があります。

1,596

-

5

-

-

544

324

724

連結純資産変動計算書
自 平成31年4月1日

至  令和02年3月31日

科目 合計

78,780

△ 52,008

52,731

29,654

23,078



令和元年度財務諸表

（単位：百万円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債等償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債等発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

連結資金収支計算書
自 平成31年4月1日

至  令和02年3月31日

科目 金額

69,357

68,109
30,746
16,497
11,215

468
2,566

37,363
32,512
4,759

92

9,129

29,359
20,258
9,348

10,392
261
64

197
2,032
3,018

-
16,642

-

4,563
-

2,902
48

7,749
1,276
5,995

232
63

183
△ 8,894

比例連結割合変更に伴う差額 285

5,182
5,154

28
10,613
10,613

-
5,431

本年度資金収支額 △ 444
前年度末資金残高 7,457

※単位未満を四捨五入しているため、金額が一致しない場合があります。

本年度末資金残高 7,298

150
△ 16

135
7,433



一般会計等財務書類分析

　１．住民一人当たり資産額

平成29年度 平成30年度 令和元年度

1,416,288 1,480,367 1,514,940

95,260,921,992 98,632,413,982 100,323,862,473

67,261 66,627 66,223

　２．住民一人当たり負債額

平成29年度 平成30年度 令和元年度

538,548 553,151 564,280

36,223,249,885 36,854,782,895 37,368,315,494

67,261 66,627 66,223

貸借対照表　負債総額（円）

人口

住民一人当たり資産額　＝　資産合計　÷　住民基本台帳人口

年度

住民一人当たり資産額（円）

貸借対照表　資産総額（円）

人口

　市が保有する資産額を住民基本台帳人口で除して、住民一人当たりの資産額を表す指標です。
この指標により、人口規模に対する資産の割合が多いか少ないかを判断する数値となるほか、類
似団体との比較を容易にします。
　また、基金のような資産は多いほど余裕があると言えますが、有形固定資産は将来のコストを発
生させる要因となりますので、適正なレベルで維持することが重要であると考えられます。
　令和元年度の本市の値は、類似団体の平均をやや下回る見込ではありますが、過去３年間にお
いて増加傾向にあるため、公共施設等総合管理計画等の各種計画に基づき、資産の適正化に努
めていく必要があります。

　市が保有する負債額を住民基本台帳人口で除して、住民一人当たりの負債額を表す指標です。
負債には主に地方債の残高が計上されることとなりますが、地方債は長期にわたり返済すること
で、世代間負担を公平にするものでもあります。
　本市の値は過去３年間連続で増加しており、平成３０年度までは類似団体平均をわずかに下
回っていましたが、令和元年度は類似団体平均を上回ることが見込まれます。
　増加の主な要因は、市民会館等の建設事業によるものですが、引き続き新規に発行する地方債
の抑制を行うなど、将来世代の負担の軽減に努める必要があります。

住民一人当たり負債額 ＝ 負債合計 ÷ 住民基本台帳人口

年度

住民一人当たり負債額（円）

1000000

1500000

2000000

平成29年度 平成30年度 令和元年度単位（円）

0

500000

1000000

平成29年度 平成30年度 令和元年度
単位（円）



一般会計等財務書類分析

　３．住民一人当たり行政コスト

平成29年度 平成30年度 令和元年度

390,199 393,815 402,926

26,245,187,707 26,238,693,176 26,683,000,471

67,261 66,627 66,223

　４．受益者負担割合

平成29年度 平成30年度 令和元年度

4.0 3.1 3.0

1,088,421,553 826,305,393 838,923,962

27,491,936,495 26,964,183,733 27,564,045,438行政コスト計算書　経常費用（円）

　純行政コストを住民基本台帳人口で除して求められる、住民一人当たりの行政コストを表す指標
です。純行政コストは、地方公共団体の行政活動に係る人件費や物件費等の費用をフルコストで
表示したものです。
　本市の値は、類似団体並みとなっておりますが、社会保障にかかるコストは今後も増加の見込
であるため、事務事業の見直しを行い、全体的な行政コストの抑制に努めていく必要があります。

住民一人当たり行政コスト ＝　純行政コスト　÷　住民基本台帳人口

年度

住民一人当たり行政コスト（円）

行政コスト計算書　純行政コスト（円）

人口

　経常収益（使用料・手数料などの行政サービスに係る受益者負担の金額）に対する経常費用
（行政サービス提供に係る負担）の比率を示した指標で、行政サービスの提供に対する受益者の
負担割合を表した指標です。
　本市の値は類似団体並みとなっております。使用料及び手数料については、各施設の目的によ
り受益者負担率を設定するなどし、今後全体的な見直しを検討していく必要があります。

受益者負担比率 ＝　経常収益　÷　経常費用

年度

受益者負担割合（％）

行政コスト計算書　経常収益（円）

0

500000

1000000

平成29年度 平成30年度 令和元年度
単位（円）

0

5

10

15

平成29年度 平成30年度 令和元年度
単位（％）



一般会計等財務書類分析

　５．基礎的財政収支（プライマリーバランス）

業務活動収支（支払利息支出を除く）

+　投資活動収支(基金積立金支出及び基金取崩収入を除く)

平成29年度 平成30年度 令和元年度

-2,812,639,014 -1,566,947,995 -1,608,377,297

337,763,290 1,956,061,755 2,177,726,143

227,226,071 210,147,239 194,268,366

-3,484,040,128 -2,973,135,343 -2,517,738,800

1,248,364,753 668,972,354 507,870,994

1,141,953,000 1,428,994,000 1,970,504,000

資金収支計算書　投資活動収支（円）

資金収支計算書　基金積立金支出（円）

資金収支計算書　基金取崩収入（円）

　地方債発行収入を除いた歳入と、公債費を除く歳出の収支のことを表し、その時点で必要とされ
る政策的経費をその時点の税収等でどれだけまかなえているかを示す指標です。地方公会計に
おいては財務書類（資金収支計算書）を作成することにより得られる、業務活動収支及び投資活
動収支の合算額です。プラスだと黒字、マイナスなら赤字です。
　本市におきましては、玉陵小学校建設、玉名町小学校建替え、天水市民センター建設、玉名市
民会館建設など、近年公共工事が集中したことにより、投資活動支出が大きく赤字となったため、
基礎的財政収支も赤字となりました。基礎的財政収支の赤字部分には主に基金を取り崩して充て
ています。

年度
基礎的財政収支
（プライマリーバランス）

資金収支計算書　業務活動収支（円）

資金収支計算書　支払利息支出（円）

基礎的財政収支 ＝ 

-3E+09

-2E+09

-1E+09

0

平成29年度 平成30年度 令和元年度
単位（円）

－1,000,000,000

－2,000,000,000

－3,000,000,000


